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コロナ禍での使用済二輪車の流通フローの変化

木 村 眞 実

Abstract

The purpose of this paper is to clarify changes in the distribution flow of End-of-Life Motor-

cycles in COVID-１９pandemic. This study base on an analysis of relevant statistical data and

an interview survey. The results of the study revealed the following.（１）Sales with５０cc or

less increased to１１２.８％（１３３,７７３units）in FY２０２１, the highest ratio since FY２０１１.（２）

ELMCs decreased to８６.２％（４５１,７０７）in FY２０２１, the second lowest percentage.（３）Exports

decreased to８１.９％（３４７,７２０）in FY２０２０and８１.４％（２８２,８７３）in FY２０２１, the second low-

est percentage.（４）New and used bike dealers shifted from auctions to directly sales to users

due to increasing demand for used motorcycles.（５）Exporters shifted from export to auction

sites due to increased exporting costs.（６）Motorcycles sold units at auction has decreased,

but the contract rate has increased due to rising demand.
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１．はじめに

気候変動の緩和と持続可能な社会システム実現に向けて，使用済自動車のリサイクル技術に

は期待が寄せられている１）。たとえば、コロナ禍のような，社会環境，経済・経営環境が変化

した場合においても，リサイクル技術とリサイクルシステムは，変化へ対応し，目標とする社

会システムの実現に向けて活動することが求められる。

本稿の目的はコロナ禍で使用済二輪車（End-of-Life Motorcycles：ELMCsという）の流通
フローがどのように変化したのかを，中古二輪車に関する統計データの集計・分析と，関係主

体へのヒアリング調査から明らかにすることである。変化を把握することで，リサイクルシス

テムの脆弱性の把握とその補完に繋がればと考える。なお，コロナ禍を２０２０・２０２１年度と想定

し，２０１９年度と２０２０・２０２１年度を比較検討する。

これまで，自動車の「リサイクル」に関する研究は，再生材料，解体方法，資源・有害物質

含有量，環境影響評価，流通フロー等の研究がある。

再生材料に関する研究のうち，竹下（２０１４）では，大型貨物用のトラックやセミトレーラー

の車体構造を対象とした材料構成を分析する。そして，材料使用によるボディ等の軽量化は，

燃費改善と環境負荷低減に資するが，環境対策としては材料のリサイクル促進も必要であると
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述べ，PP（ポリプロピレン）材を用いた軽量な内装材はリサイクルに適していると指摘する２）。
また，リサイクル材を用いた原料の開発に関して，福田ら（２０１４）では，CO２排出量の削減
に向けて，アルミニウムリサイクル材を用いたアルミニウム HPDC（High Pressure Die Cast-
ing）合金を開発した３）。そして，宮川・村上（２０１６）では，使用済自動車由来のプラスチッ
クを対象として実証試験を行い，再生資源の物性を評価し，車から車へという水平リサイクル

の可能性を示した４）。

車両の解体方法に関する研究のうち，猪口ら（２０１７）では，ワイヤーハーネスが重機によっ

て回収される際に，どのように車体から引きはがされるのかをシミュレートするシステムを開

発した。そして，開発した計算モデルは，ワイヤーハーネスの易解体設計，リサイクルを前提

とした自動車構造の設計への活用が可能とされる５）。

資源・有害物質含有量に関する研究として，矢野ら（２０１５），渡辺ら（２０１３）では，車両を

解体し，使用済自動車由来の資源量や有害物質含有量を調査することで，使用済自動車の資源

価値を明確化した６,７）。

さらに，材料リサイクルによる CO２の排出量低減効果を検証した研究として佐野ら（２０１８）
がある。この研究によれば，四輪車を対象として，車体に使用されているプラスチック部品を

マテリアルリサイクルする場合には，バージン材の使用と比べて，わずかではあるが，製造と

走行，メンテナンスで生じる CO２が低減される８）。
また，流通フローの視点から使用済自動車の再資源化を検討する研究のうち，平井・酒井

（２００６）では，自動車用鉛バッテリーのリサイクル・廃棄フローモデルを作成し，インターネッ

トアンケート調査によって，退蔵バッテリー残存率関数を定め，静脈フローを推定している９）。

また，流通フローのうち使用を終えた後のフローに関する研究として，阿部（２０１４）では，我

が国における使用済自動車発生量を関連統計から推計する１０）。

上述の自動車リサイクルに関する研究のうち，本稿では「使用済自動車の流通フロー」を対

象とする。そして，自動車のうち「二輪車」を対象とする。これまで，使用済自動車に関する

先行研究では，多くが「四輪車」を対象とし，国内外での流通フローや，リサイクル制度に関

する研究が数多く行われてきた。しかし，「二輪車」を対象とした国内外の流通フローやリサ

イクル制度に関する研究は，四輪車と比べて数は少ない。

数少ない二輪車に関する研究のうち，日本における使用済二輪車の研究として，米山・松本

（２０１０），阿部・木村（２０１７）, 木村・浅妻（２０２１），Kimura・Yamane（２０２２）・（２０２３）があ
る。また，保有台数，販売台数といった日本における二輪車に関する公式データに関する研究

として原（２０１８）がある。そして，国外における使用済二輪車に関する研究として村上ら（２０２０）

がある。

米山・松本（２０１０）は「リサイクルシステムの制度設計研究」であり，２００４年に施行された

使用済二輪車のリサイクルシステムの概要と実績を整理し，システムの課題を指摘する。シス

テムの開始から５年を経た流通実態を調査すると，廃棄よりもリユースが圧倒的に多いことが

明らかとなった。そこで，使用済二輪車のうちリユース市場（特に中古二輪輸出）が大半を占

める現状を踏まえて，米山・松本（２０１０）では，二輪車リサイクルシステムの運用上の課題と

して，３点を指摘する。１つは，廃棄よりもリユースが主流の場合には，エンドユーザーに対
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して何らかの強制力が働かなければ，当システムでの廃棄台数は伸びない。２つ目は，当シス

テム内での引取台数が伸びない場合には，実績に見合った拠点の統廃合も必要である。そして

３つ目は，中古二輪車の輸出後は，使用済段階での最終処分方法を制限できない。よって，メー

カーは，製品の環境負荷を削減し，輸出先での既存の処理・リサイクルインフラに適した製品

を提供すべきと述べる１１）。

米山・松本（２０１０）の研究では，２００８年という単年の分析であるため，我が国にける流通フ

ローの特徴が，継続して輸出であるのかは不明である。また，米山・松本（２０１０）の研究では，

中古二輪車の輸出台数が多いことから，輸出先での環境負荷への懸念を指摘するが，輸出先に

おける流通実態は把握されていない。

上記の研究の限界をカバーする研究として，阿部・木村（２０１７）, 木村・浅妻 （２０２１）によ

る「公式データからの分析研究」がある。これらの研究では，日本自動車工業会（JAMAと
いう），全国軽自動車協会連合会（全軽協という），および日本自動車輸入組合（JAIAという）
から公表されているデータを用いて使用済二輪車のストック・フローを示すことで，流通フ

ローの特徴と，輸出傾向を明らかにする。そこでの結論は，年間の抹消登録台数は概ね約６０

万台で推移しており，そのうち，輸出台数は約４０万台，二輪車リサイクルシステムでの引取台

数が約３,０００台，および抹消登録台数と再登録台数の純増が約２０万台である。また，輸出台数
のうち，総排気量５０cc以下の原付一種の輸出が多くを占めている１２,１３）。
しかし，上述の「公式データからの分析研究」にはいくつかの限界がある．１）流通フロー

の構造が輸出傾向に至った要因，つまり，流通フローにおける「主要主体」が未解明である

点，２）輸出先での実態が把握できていない点，３）公式データを用いて使用済二輪車の台数

を推計しているが，果たして，実態を適切に反映しているかという点，および，４）使用済二

輪車台数の将来発生予測が出来ないという点である１４）。

「公式データからの分析研究」の限界を補う研究がある。まず，１番目の限界に関しては，

Kimura・Yamane（２０２２）・（２０２３）がある。Kimura・Yamane（２０２２）・（２０２３）では，保有
台数，販売台数，貿易統計といった日本における二輪車に関する公式データを用いて使用済二

輪車の台数を集計し，日本における使用済二輪車の流通フローの特徴を検討する。そして，流

通フローの実態調査を行い，「オークション会場」が中古二輪車の流通フローの中核に位置づ

けられ，日本における中古二輪車のリサイクルを担う主要主体と指摘する１４,１５）。

２番目に関しては，木村（２０１９）がある。タイとミャンマー国境でのヒアリング調査を通じ

て，日本から輸出された使用済二輪車の再資源化実態を明らかにしている。しかし，対象地域

が限定的であり，この研究領域における研究は十分とはいえない１６）。

３番目の限界に関しては原（２０１８）がある。原（２０１８）では，公式データは実態を反映して

いるかどうかを検討し，車検制度対象外の車種は，保有台数の公式データが実態より過大に評

価されていると結論付ける１７）。

そして，公式データからの分析研究の４番目の限界である使用済二輪車台数の将来発生予測

が出来ないという点についてである。公式データからの分析研究では，使用済二輪車台数を，

保有台数，新規登録台数，中古車輸出台数という過去のデータから推計するため将来予測は出

来ない。しかし，村上ら（２０２０）の「破棄台数の予測研究」では，ベトナムを対象として将来
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的に発生する二輪車の廃棄台数を推計し，さらに，車両の組成分析を行うことで，将来的に必

要と考えられる中間処理施設の能力と経済性を示す１８）。

先行研究によって，日本おける使用済二輪車の流通フローと主要主体は明確にされ，多くが

輸出され，オークション会場が中古二輪車の流通フローで主要主体として位置づけられた。

しかし，二輪車の流通フローは「何を要因として変化するのか」という問は未解明のままで

ある。廃棄物に関わる経済主体の行動は，阿部（２０１５）によれば，循環資源の輸入や各種規制，

製品の耐久性や構造，処理技術によって変化し，形成される。そして，貿易的制度的側面，そ

の他制度的側面，社会経済的側面，地理的側面，および技術的側面が，使用済製品の回収イン

センティブに影響を与えると指摘する１９）。そこで，本研究では，「その他制度的側面」，およ

び「社会経済的側面」から，使用済二輪車の流通フローの変化を解明したい。そこで本稿では，

COVID-１９の蔓延を「その他制度的側面」と「社会経済的側面」と仮定し，使用済製品の回収
インセンティブに与える影響を解明する。

第２章では，基礎データとして，二輪車に関する法制度とリサイクルシステムについて説明

し，日本における使用済二輪車の発生台数を先行研究による推計方法を用いて推計する。そし

て，使用済二輪車の内訳から，日本における使用済二輪車の特徴として輸出台数が多いこと，

および流通フローはオークション会場を中心となっていることを理解する。第３章では，我が

国における流通フローのうち，２０１９年度以降のコロナ禍での変化を，前章での基礎データと，

流通フローの各主体へのヒアリング調査によって解明する。そして，第４章では本稿の結論を

述べる。

２．基礎情報

本章では，まず，二輪車の「区分」に関係する法律から理解する。次に，二輪車については

リサイクルシステムが「自主取り組み」のシステムとなった経緯を述べる。そして，二輪車リ

サイクルシステムの枠組みと，同システムでの回収実態，使用済二輪車の推計方法，我が国に

おける流通フローを理解する。

２.１．二輪車の区分

二輪車の区分は，道路運送車両法によるものと道路交通法によるものとがある。検査，登録，

届出，強制保険については道路運送車両法による分類２０）が，運転免許，交通取締については

道路交通法による分類が用いられている２１）。そして，両法のうち，二輪車のリサイクルに関

係するのが道路運送車両法である。

道路運送車両法第二条では，同法における「道路運送車両」を，「自動車」，「原動機付自転

車」，および「軽車両」と規定する。このうち，「原動機付き自転車」の範囲及び種別を規定す

るのが，道路運送車両法施行規則第一条である。同規則では，原動機付き自転車のうち，内燃

機関を原動機とする二輪車（側車付きを除く）で，総排気量５０cc以下を「第一種原動機付自
転車」（原付一種という），総排気量５０cc超-１２５cc以下を「第二種原動機付自転車」（原付二種
という）と規定する２２）。
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また，「自動車」に関しては，道路運送車両法施行規則第二条の別表第一が区分を規定し，

自動車を，普通自動車，小型自動車，軽自動車，大型特殊自動車，および小型特殊自動車に区

別し，それらの区別のうち，総排気量１２５cc超-２５０cc以下の二輪自動車を「軽自動車」（軽二
輪という）へ，軽自動車を除く総排気量（つまり２５０cc超）の二輪車を「小型自動車」（小型
二輪という）へ区分する２２）。

つまり，道路運送車両法と道路運送車両法施行規則に従うと二輪車の区分は，４つであり，

総排気量５０cc以下を「第一種原動機付自転車」（原付一種という），総排気量５０cc超-１２５cc 以
下を「第二種原動機付自転車」（原付二種という），総排気量１２５cc超-２５０cc以下を「軽自動車」
（軽二輪という），総排気量２５０cc超を「小型自動車」（小型二輪という）である。

２.２．使用済自動車の再資源化等に関する法律

上述の法規制のうち，「道路運送車両法」が日本の「使用済自動車の再資源化等に関する法

律」と関係する。使用済自動車の再資源化等に関する法律では，自動車製造業者等及び関連事

業者による使用済自動車の引取り及び引渡し並びに再資源化等を適正かつ円滑に実施するため

の措置を講ずることにより，使用済自動車に係る廃棄物の減量並びに再生資源及び再生部品の

十分な利用等を通じて，使用済自動車に係る廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保

等を図り，もって生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする２３）。

同法で規定する「自動車」とは，道路運送車両法第二条第二項に規定する自動車のうち以下

を除くものである。１）被けん引車（道路運送車両法第二条第二項に規定する自動車のうち，

けん引して陸上を移動させることを目的として製作した用具）。２）道路運送車両法第三条に

規定する小型自動車及び軽自動車（被けん引車を除く）のうち二輪のもの（側車付きのものを

含む）。３）道路運送車両法第三条に規定する大型特殊自動車及び小型特殊自動車（被けん引

車を除く）２３）。

つまり，使用済自動車の再資源化等に関する法律において，二輪車は法律の対象外とされる。

２.３．二輪車のリサイクルシステム

２００５年に，上述の使用済自動車の再資源化等に関する法律が施行されたが，二輪車は対象外

とされる理由がある。それは，二輪車以外の自動車（以下，便宜的に四輪車とする）に比べて

中古車輸出が多い点，二輪車専門の再資源化事業者が非常に少ない点，二輪車にはフロン・エ

アバックが含まれない点、二輪車は市町村や陸運局への届出制度で管理がされており，登録制

度のもとにある四輪車とは異なる点が理由とされる２４,２５）。

そのため，二輪車のリサイクルシステムは「自主取り組み」として設計された。２００４年１０

月に，国内二輪車メーカー４社（本田技研工業㈱，ヤマハ発動機㈱，スズキ㈱，川崎重工業㈱）

と，輸入事業者等１１社（㈱成川商会，カジバ・ジャパン，㈲アプリリアジャパン，㈱福田モー

ター商会，㈱キムコ・ジャパン，㈱プレストコーポレーション，㈲ブライト，ドゥカティジャ

パン㈱，㈱ビー・エム・ダブリュ㈱，トライアンフ・ジャパン㈱，㈱エムズ商会）が，資金を

拠出して，指定引取窓口と処理・リサイクル施設の設置と，リサイクルネットワークの運営・

管理を行う二輪車リサイクルシステムが開始された２６）。
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同システムスタート時に，リサイクルシステムの「登録販売店」として，全国軽自動車協会

連合会の登録販売店約１５,０００店が設定された。登録販売店は，排出者（ユーザー）からの廃棄
二輪車の回収拠点となり，登録販売店は必要に応じてリサイクル料金とは別にユーザーから運

搬費を徴収し，「指定引取場所」までの運搬を行う。また，指定引取場所として，家電リサイ

クルＡグループ（松下電器産業㈱等）の既存インフラの全国１９０ヶ所が設定された。そして，「リ

サイクル・処理施設」として，指定引取場所からの距離を勘案して，家電リサイクルＡグルー

プの既存インフラである１４ヵ所が設定された２５）。なお，広報，コールセンターの運営，自治

体対応，事務局等の業務を，自動車リサイクル促進センター（JARCという）の二輪車事業部
が国内二輪車メーカー４社から受託して行う２６）。

二輪車リサイクルシステムの主なポイントをまとめると以下の５点である。１）二輪車メー

カー等の役割は，自ら又は委託によって，引取場所と処理・再資源化施設の設置を行うことで

ある。２）国内二輪車メーカーは，新たに販売する車両にリサイクルマークを付して販売する。

３）二輪車リサイクルシステムの稼働後に販売された二輪車（これにはリサイクルマークが付

く）が廃棄される時には，処理費用徴収せずに使用済二輪車を引き取る。４）二輪車リサイク

ルシステムの稼動前に販売された二輪車（これにはリサイクルマーク無し）は，二輪車リサイ

クルシステムの稼動後７年を目途に，処理費用を徴収せずに引き取る（なお，７年間はユーザー

が実費負担する）。５）二輪車リサイクルシステムの実効性を向上させるために，輸入事業者

が容易に参加できる仕組みとし，国内二輪車メーカーと輸入事業者とが協力して取組みを行

う２７）。

では，二輪車リサイクルシステムにおいて，使用済二輪車のフローはどのようになっている

のか。国内排出者（ユーザー）は，「指定引取場所」へ直接持ち込むか，または，「登録販売店」

に相談をする。後者の場合には，登録販売店が査定を行い，使用可能の場合にはリユース（中

古二輪車）として，しかし，使用困難の場合にはリサイクル（資源としてマテリアルリサイク

ルされる）として評価する。リサイクルと評価された場合には，リサイクルマークが付されて

いる二輪車については，処理費用は無料である。

登録販売店では使用済二輪車を「指定引取場所」へ運搬する。この際に，ユーザーが，指定

引取場所への運搬を登録販売店に委託する場合には，ユーザーが登録販売店から指定引取場所

への運搬費用を負担する。

そして，指定引取場所では，使用済二輪車を「リサイクル・処理施設」へ運搬する。

二輪車リサイクルシステムにおいて，対象となる二輪車は，二輪車リサイクルシステムの参

加事業者が国内販売した二輪車（原動機付自転車、軽二輪、小型二輪）であり，自転車（電動

アシスト自転車含む），ATV・バギー車，その他二輪車以外の製品は対象外である２７）。
図１は二輪車リサイクルシステムにおける各主体と使用済二輪車（End-of-Life Motorcy-

cles：ELMCsという）の流れを示す。二輪車リサイクルシステムにおける回収スキームには，４
つの主体，つまり，排出者（ユーザー），指定引取場所，登録販売店，リサイクル・処理施設

が組み込まれる。しかし，JARCが集計・公表する運用実績には地方自治体からの引取台数も
明示されていることから，地方自治体も二輪車リサイクルシステムの主体として組み込まれて

いると考えられる２６）。現在，二輪車リサイクルシステムにおける登録販売店は７,６７３箇所（２０２２
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出所：（２７）より作成。

図１ 二輪車リサイクルシステムのフロー

出所：（２９）より作成。

図２ 二輪車リサイクルシステムによる引取台数の推移

年１０月末時点），指定引取場所は１６４箇所（２０２２年１０月１日時点），リサイクル・処理施設は１３

箇所である（２０２２年７月１日現在）。また，二輪車リサイクルシステム参加事業者は，本田技

研工業㈱，ヤマハ発動機㈱，スズキ㈱，カワサキモータース㈱，ドゥカティジャパン㈱，ビー・

エム・ダブリュー㈱，ハーレーダビッドソンジャパン㈱の７社である（２０２２年１０月１日現

在）２７）。

図２は，指定引取場所が ELMCsを引き取った台数を示す。引取台数の内訳は，地方自治体
からの引取台数（図２の local governments），登録販売店を経由した引取台数（図２の users,
via dealers），およびユーザーの指定引取場所への直接持ち込みでの引取台数（図２の users,
directly brought in）である。
２０１３年度７,１６８台（前年度比２４１.８％）と２０１４年度６,５２４台（前年度比９１.０％）を除き，引取台
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数はおおむね１,７００-３,０００台で推移している。２０１７年度は１,７１９台（前年度比１０１.４％），２０１８年度
は２,１３０台（前年度比１２３.９％），２０１９年度は２,００４台（前年度比９４.１％），２０２０年度は２,６８４台（前
年度比１３３.９％），そして２０２１年度は２,０５２台（前年度比７６.５％）である。
２０１３年度と２０１４年度に，引取台数が急増している理由は登録販売店を経由した日本郵政から

の排出台数による。日本郵政からは２０１３年度は４,６５９台，２０１４年度は４,７８８台である。２０１９年度
の登録販売店を経由した引取台数にも，日本郵政からの排出台数（３９８台）が含まれる２９）。

また，２０１２年度の地方自治体からの引取台数（１,７９３台）が増加している理由は東日本大震
災による被災二輪車（４２５台）による。２０１８年度のユーザーの指定引取場所への直接持ち込み

での引取台数（１,５０９台）にも自然災害による被災二輪車（３４４台）が含まれる２９）。

２.４．ELMCs の推計

ELMCsの推計方法を検討するにあたって，「登録」という言葉の使い方を確認する。上述
のように，二輪車は，道路運送車両法における「登録」の対象外である２０）。そのため，小型

二輪（総排気量２５０cc超の二輪車）は車検制度のもとの「検査」によって，軽二輪（総排気量
１２５cc超-２５０cc以下の二輪車）は標識番号標の交付を受けるための運輸支局への「届出」によっ
て，車両データが自動車検査登録事務所および運輸支局で把握される。また，原付二種（総排

気量５０cc超-１２５ccの原動機付自転車）と原付一種（総排気量５０cc以下の原動機付自転車）に
ついては，道路運送車両法上の届出義務はないが，条例によって市区町村へ届出て標識番号標

をつけることが規定されているため，市町村への「届出」によって，車両のデータが市町村で

把握される３０）。

上述のように登録制度が無いにも関わらず，「登録」と呼ぶことがあるため，二輪車に関す

る「登録」という言葉には注意を要する３１，３２）。本研究では，新規ないしは再度，「届出」がさ

れることを，便宜上，「登録」という。

以下では，先行研究に依拠し，保有台数，販売台数，輸出台数の公式データを用いて ELMCs
を推計する。本研究でいう ELMCsとは，阿部・木村（２０１７）が示す「抹消登録台数」と同義
であり，以下の（１）式で求める１２，１４）。

ELMCs= Op＋ Rc－ Oc （１）

Op：前期末保有台数
Rc：新規登録台数
Oc：当期末保有台数

（１）式のうち，Opと Ocは，排気量５０cc以下と排気量５１-１２５ccについては総務省の「市町
村税課税状況等の調」のうち「第２１表 軽自動車税（種類割）に関する調」の「賦課期日現在

台数（ミニカーを除く）」を３３），排気量１２６-２５０ccと排気量２５１cc以上については全軽自協の「軽
二輪車・小型二輪車保有台数の年別推移」の保有台数を用いる３４）。また，Rcは日本自動車工
業会（JAMAという）の「統計データ・データベース」（DBという）の新車販売台数を用い
る３５）。なお，DBの新車販売台数とは国内末端販売店向け出荷台数である３６）。
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出所：（３３,３４,３５）より作成。

図３ 新規登録台数と保有台数の推移

（１）式で推計された ELMCsは，１）輸出台数，２）二輪車リサイクルシステムによる回
収台数，３）抹消状態の純増台数からなる１０）。

１）から３）のうち，１）輸出台数は，財務省の貿易統計から集計が可能である１２,３７）。また，２）

二輪車リサイクルシステムによる回収台数は，JARCが公表する実績データから集計が可能で
ある２９）。そして，３）は，公表されているデータが無いため，集計は困難である。３）とは

抹消登録台数と再登録台数の純増である。つまり，当期の抹消登録台数と，前期以前に登録が

抹消された二輪車が当期に再度登録がされた台数である。仮に，輸出台数と二輪車リサイクル

システムによる回収台数の合計よりも，抹消状態の純増台数のマイナスの値が大きい場合に

は，ELMCsが「マイナスの台数」になることも考えられる１２）。
ELMCsを集計するために，まずは，新規登録台数と保有台数を集計する。図３は２００５年度
から２０２１年度の新規登録台数と保有台数を示す。新規登録台数（図３の registered）は，２００５
年度は７１０,１５８台であるが，徐々に低下し，２００６年度は６８１,６１０台，２００７年度は６５５,０７６台である。
そして，２００８年度には４９９,１３７台へと急激に減少し，さらに，２００９年度は３７４,４８２台へ減少する。
その後，多少増加するが２０１３年度以降は減少傾向であり，２０１８年度３３４,８７６台，２０１９年度
３３１,１５６台，２０２０年度３３２,３６９台，そして２０２１年度は，やや増加し，３９０,７６４台である。
また，保有台数（図３の owned）は，緩やかに減少し続けており，２００５年度は１３,１７５,１７６台，２００７
年度は１２,９３５,１８２台，２０１２年度は１１,９８５,０５８台，そして，２０１７年度は１０,９５５,９６０台になり，２０１９
年度１０,５３９,８４９台，２０２０年度は１０,３４８,３９７台，そして２０２１年度は１０,２８７,４５４台である。
そして，（１）式による ELMCsとその内訳の推移を示すのが図４である。図４の折れ線グラ
フで示すように，ELMCsは，２００５年度７９６,６８１台であるが，２００８年度には６４６,９７７台に減少し，
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出所：（２９,３３,３４,３５,３７）より作成。

図４ 使用済二輪車の推移と内訳

さらに，２００９年度は４８６,６１２台へと急激に減少する。２０１０年度に５７７,４４５台に増加し，以後は，５０
万-６０万台で推移し，２０１８年度５６０,４９９台，２０１９年度５２１,６４４台，２０２０年度５２３,８２１台，そして直
近の２０２１年度は４５１,７０７台である。
ELMCsの内訳をみてみる。輸出台数（図４の export）は，２００５年度では４３６,０８７台，２００６

年度では４８２,６９３台，２００７年度では５１４,５６５台，２００８年度は４２９,７５５台となり，以降は３０-４０万台
で推移する。２０１８年度は４２６,４３８台，２０１９年度は４２４,３７２台，２０２０年度は３４７,７２０台，そして２０２１
年度は２８２,８７３台である。
次に，二輪車リサイクルシステムによる引取台数（図４の VRS: Voluntary Motorcycle Recy-

cling System）は，２００５年度は３,２６７台，２００６年度は３,９７８台である。以後，２０１３年度７,１６８台と
２０１４年度６,５２４台を除き，おおむね１,７００-３,０００台で推移する。２０１８年度は２,１３０台，２０１９年度は
２,００４台，２０２０年度は２,６８４台，そして２０２１年度は２,０５２台である。
そして，抹消状態の純増台数の割合（図４の other）は，２００５年度は３５７,３２７台，２００６年度は

３０９,６２５台，２００７年度は２６２,５０６台，２００８年度は２１４,３２４台，２００９年度は１４２,８５８台と減少する。
以後は，２０万台で推移するが，２０１４年度には１１５,１７８台と急激に減少し，２０１５年度１７８,１３６台，２０１６
年度２２０,０９６台，２０１７年度１８１,４２９台，２０１８年度１３１,９３１台，２０１９年度は９５,２６８台，２０２０年度は１７３,４１７
台，そして２０２１年度は１６６,７８２台である。



11

出所：（１４，２７）より作成。

図５ 使用済二輪車の流通フローと各主体

２.５．国内流通フローにおけるオークション会場の役割

国内における ELMCsの流通フローについてである。先行研究では，オークション会場が流
通フローの主な主体とされる１４）。オークションに関わる主体は，オークションでの売買によっ

て利ザヤ得ることを主な業務とする「買取専門業者」，新車二輪車販売を主な業務とし，新車

二輪車販売時の下取り車である中古二輪車をオークション会場へ出品し，さらに，ユーザーか

らの注文によってオークション会場からの中古二輪車の購入も行う「新車販売店」，中古二輪

車の買い取り販売を主な業務としており，自社の売れ残り品をオークション会場へ出品し，さ

らに，ユーザーからの注文によってオークション会場からの中古二輪車購入も行う「中古専門

販売店」，および，輸出を主な業務とし，主にオークション会場から中古二輪車を購入する「輸

出業者」である。関係する主体のうち，オークションからの中古二輪車を購入する主体（落札

者）は，「新車販売店」，「中古専門販売店」，「輸出業者」である１４）。

図５は日本における ELMCsの流通フローと各主体を示す。図５の上部は，前掲図１で示し
たフローであり，図５の下部はオークション会場と各主体との関係を示す流通フローである。

図５の矢印は ELMCsのフローである。
公式データは無いが，全てのオークション会場における年間出品台数は約４５万台，年間成約

台数は約３８万台といわれ，主な出品が原付一種と原付二種であるオークション会場では，落札

台数のうち輸出されるものは約９割といわれる１４）。

上述のように，オークション会場は ELMCsを市場に再流通させる位置にいる主体である。
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出所：（３５）より作成。

注：新車販売台数とは国内末端販売店向け出荷台数である。

図６ 新車販売台数の推移

本研究では，主にオークション会場を対象として，コロナ禍における流通フローの変化につい

てヒアリング調査を行うこととした。

３．２０２０・２０２１年度の変化

前章では，我が国においては年間約５０万台前後の ELMCsが発生する点，その内訳として輸
出台数が約６０-８０％である点，および ELMCsの流通フローはオークション会場を中心とした
フローからなることを理解した。本章では，コロナ禍を２０２０・２０２１年度と想定して，２０１９年度

と，２０２０・２０２１年度を比較検討し，我が国における流通フローの２０２０・２０２１年度の変化を，上

述第２章での基礎データと，流通フローの各主体へのヒアリング調査によって解明する。

３.１．新車販売台数における変化

まずは，ELMCsに影響すると考えられる「新車販売台数」の変化を見てみたい。
図６は，新車販売台数（全排気量）の１９９３年度から２０２１年度の推移である。新車販売台数は

１９９０年代以降から下落傾向であり，１９９３年度は１,２３７,３９７台，１９９４年度は１,１９８,８４３台と１００万台
で推移する。しかし，１９９８年には９９２,６４５台へ減少し，その後，２００８年では５０万台を割り４９９,１３７
台となり，以後は３０-４０万台で推移する。２０１８年度は３３４,８７６台（前年度比９６.０％），２０１９年度は
３３１,１５６台（前年度比９８.９％），２０２０年度は３３２,３６９台（前年度比１００.４％），２０２１年度は３９０,７６４台
（前年度比１１７.６％）である。
新車販売台数の推移は「排気量別」では異なる動きである。図７は１９９３年度以降の排気量別
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出所：（３５）より作成。

注：新車販売台数とは国内末端販売店向け出荷台数である。

図７ 排気量別による新車販売台数の推移

での販売台数の推移である。排気量５０cc以下は減少傾向であるが２０２１年度に回復する。詳細
を見てみると，２００８年には２９３,０３７台（前年度比６９.０％）と減少し，２０１１年に２５７,３１４台（前年
度比１０９.６％）と増加する。その後は減少傾向であり，２０１８年度は１３７,８８７台（前年度比８３.８
％），２０１９年度は１２９,０２２台（前年度比９３.６％），２０２０年度は１１８,６３１台（前年度比９１.９％）であ
る。しかし，２０２１年度は１３３,７７３台（前年度比１１２.８％）と増加し，２０１１年度以来の前年度比増
加である。

他方，排気量５１-１２５cc，１２６-２５０cc，２５１cc以上は，年度での増減はあるが２００９年度以降は増
加傾向である。たとえば，排気量５１-１２５ccでは，２００９年度７８,０２０台が２０１０年度は９３,３７２台（前
年度比１１９.７％），２０１３年には１０２,９５７台（前年度比１１８.５％）と１０万台まで増加する。その後，２０１４
年度・２０１６年度・２０１７年度と減少するが，２０１８年度には再び１０万台の１０９,９５０台（前年度比１２６.３
％），２０１９年度は１０４,５８８台（前年度比９５.１％），２０２０年度は１１１,０８８台（前年度比１０６.２％），２０２１
年度は１２０,４６７台（前年度比１０８.４％）である。

つまり，新車販売台数に関して，２０１９年度と比較したコロナ禍（２０２０・２０２１年度）による変

化は排気量５０cc以下にみられる。全排気量の集計では大きな変化・特徴は見られないが，排
気量５０cc以下については，２０２１年度は前年度比１１２.８％（１３３,７７３台）と増加し，２０１１年度（前
年度１０９.６％，２５７,３１４台）以来の高い増加率である。
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出所：（３７）より作成。

図８ 中古二輪車の輸出台数の推移

３.２．ELMCs に関する変化

３.２.１ 総数の変化

ELMCsの総数の変化についてである。前掲図４で示したように，ELMCsは，２０１０年度に
５７７,４４５台（前年度比１１８.７％）に増加し，以後は，５０-６０万台で推移する。２０１７年度は６０８,０１６
台（前年度比１００.０％），２０１８年度は５６０,４９９台（前年度比９２.２％），２０１９年度は５２１,６４４台（前年
度比９３.１％），２０２０年度は５２３,８２１台（前年比１００.４％），そして直近の２０２１年度では４５１,７０７台（前
年比８６.２％）と発生台数が減少する。

３.２.２ 内訳数の変化

ELMCsの内訳数の変化についてである。前掲図４で示したように，内訳は，「輸出台数」，
「二輪車リサイクルシステムによる引取台数」，および「抹消状態の純増台数」である。

まず ELMCsの内訳のうち「輸出台数」について変化を把握する。図８は中古二輪車輸出台
数の推移である。２００７年度に５０万台を超えていたが，以降は下落し，２００９年度以降は３０-４０万
台の幅で推移する。２０１４年度には４０４,２２３台（前年度比１０６.４％）と増加し，２０１５・２０１６年度で
再び３０万台と低下する。そして，２０１７年度４２４,８６８台（前年度比１０９.９％），２０１８年度４２６,４３８台
（前年度比１００.４％）と増加傾向になる。しかし，２０１９年度は４２４,３７２台（前年度比９９.５％），２０２０
年度は３４７,７２０台（前年度比８１.９％），２０２１年度は２８２,８７３台（前年度比８１.４％）と減少傾向へ至
る。

次に，ELMCsの内訳のうち「二輪車リサイクルシステムによる引取台数」についてである。
前掲図２に示したように，２０１７年度は１,７１９台（前年度比１０１.４％），２０１８年度２,１３０台（前年度
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比１２３.９％），２０１９年度は２,００４台（前年度比９４.１％），２０２０年度は２,６８４台（前年度比１３３.９％），
そして２０２１年度は２,０５２台（前年度比７６.５％）である。
二輪車リサイクルシステムによる引取台数の「内訳」は，１）地方自治体からの引取台数，２）

登録販売店を経由した引取台数，および３）ユーザーの指定引取場所への直接持ち込みでの引

取台数である。それぞれについて，直近５年度分の推移をみてみる。

１）地方自治体からの引取台数については，２０１７年度が５９３台（前年度比９２.４％），２０１８年度
は５００台（前年度比８４.３％），２０１９年度は７６９台（前年度比１５３.８％），２０２０年度は７７４台（前年度
比１００.７％），２０２１年度は６２７台（前年度比８１.０％）である。
次に，２）登録販売店を経由した引取台数は，２０１７年度は１９６台（前年度比１５１.９％），２０１８

年度は１２１台（前年度比６１.７％），２０１９年度は４９２台（前年度比４０６.６％），２０２０年度は１,１３１台（前
年度比２２９.９％），そして２０２１年度は７２台（前年度比６.４％）である。
そして，３）指定引取場所への直接持ち込みでの引取台数は，２０１７年度は９３０台（１００.５％），２０１８

年度は１,５０９台（１６２.３％），２０１９年度は７４３台（前年度比４９.２％），２０２０年度は７７９台（前年度比
１０４.８％），そして２０２１年度は１,３５３台（前年度比１７３.７％）である。
これまで JARCでは，引取台数が増加した際には，その要因を示してきた。たとえば，２０１８

年度に指定引取場所への直接持ち込みでの引取台数（１,５０９台）が増加した際には，引取台数
のうち自然災害による被災二輪車（３４４台）がある旨を注記している。しかし，２０１９年度と２０２０

年度の登録販売店を経由した引取台数の増加についての要因は示されていない２８）。販売店で

の下取りによる車両販売が増加したということであろうか。

そして，ELMCsの内訳のうち「抹消状態の純増台数」についてである。前述の２.４で述
べたように，（１）式で推計された ELMCsは，１）輸出台数，２）二輪車リサイクルシステム
による回収台数，３）抹消状態の純増台数からなる。このうち，３）とは，抹消登録台数と再

登録台数の純増であり，当期の抹消登録台数と，前期以前に登録が抹消された二輪車が当期に

再度登録された台数である１２）。

ELMCsに占める「抹消状態の純増台数」は前掲図４に示したように，２００５年度は３５７,３２７
台，２００６年度は３０９,６２５台（前年度比８６.７％），２００７年度は２６２,５０６台（前年度比８４.８％），２００８
年度は２１４,３２４台（前年度比８１.６％），２００９年度は１４２,８５８台（前年度比６６.７％）と減少する。以
後は，２０万台で推移するが，２０１４年度には急激に減少し１１５,１７８台（前年度比５４.０％）となり，２０１５
年度は１７８,２３６台（前年度比１５４.７％）， ２０１６年度は２２０,０９６台（前年度比１２３.５％），２０１７年度は
１８１,４２９台（前年度比８２.４％），２０１８年度は１３１,９３１台（７２.７％），２０１９年度は９５,２６８台（７２.２％）
である。２０１７~２０１９年度は減少傾向にあるが，２０２０年度は１７３,４１７台（１８２.０％）と増加し，２０２１
年度では１６６,７８２台（前年度比９６.２％）である。
２０２０年度の増加要因についてである。「抹消登録された二輪車が再度登録される要素」とし

ては中古二輪車の購入による再登録が想定される。しかし，中古二輪車販売台数に関する公表

データは軽二輪（総排気量１２５cc超-２５０cc以下の二輪車）３８）についてのみであるため，増加要
因の追及は難しい。
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出所：筆者作成。

表１ ヒアリング調査先一覧

２０２２/０３/０８社長室室長，貿易部長，パーツ部次長F中古車専門販売店

２０２１/１２/１５CEOEオークション会場

２０２１/１２/１３代表取締役社長，会長，専務取締役D輸出業者

２０２１/１２/０３営業部上席次長Cオークション会場

２０２１/１２/０２前会長，事務局長B業界団体

２０２１/１１/３０会場長Aオークション会場

調査日対応者社名主体

３.２.３ ELMCs に関する変化の小括

ELMCsに関して，２０１９年度と比較したコロナ禍（２０２０・２０２１年度）による変化と考えられ
る点として，まず，ELMCsの総数は２０２１年度に大幅に減少していると言える。２０２１年度の前
年比８６.２％（４５１,７０７台）は，２００９年度（前年度比７５.２％，４８６,６１２台），２００８年度（前年度比
８２.９％，６４６,９７７台）に次ぐ，低い前年度比率である。なお，２００６年度から２０２１年度の期間内
で，前年度比７０％台・８０％台の年度は，２００８年度（８２.９％，６４６,９７７台），２００９年度（７５.２％，
４８６,６１２台），２０１４年度（８７.６％・５２５,９２５台），および２０２１年度（８６.２％，４５１,７０７台）の４年度
である。

そして，ELMCsの内訳数のうち「輸出台数」は，２０２０・２０２１年度で大幅に減少していると
言える。２０２０年度は前年度比８１.９％（３４７,７２０台），２０２１年度は前年度比８１.４％（２８２,８７３台）の
輸出台数であり，２００９年度（前年度比７９.３％，３４０,８１５台）に次ぐ，低い前年度比率である。
なお，２００６年度から２０２１年度の期間内で，前年度比７０％台・８０％台の年度は，２００８年度（８３.５
％，４２９,７５５台），２００９年度（７９.３％，３４０,８１５台），２０２０年度（８１.９％，３４７,７２０台），および２０２１
年度（８１.４％，２８２,８７３台）の４年度である。

３.３．各主体における変化

筆者は，２０２１年１１月から２０２２年３月に各主体へのヒアリング調査を行った（表１参照）。コ

ロナ禍を２０２０・２０２１年度と想定して，「２０１９年度と，コロナ禍である２０２０・２０２１年度とを比較

した経営環境の変化」を把握することを目的としている。

各ヒアリング調査先において経営環境の変化について聞いたところ，以下のような回答を得

た。なお，回答者が特定されないように，結果に影響を与えない範囲内で回答者による言葉の

表現を修正・補筆している。

・中古二輪車輸出業者がコロナ禍で輸出ができなくなり，余剰在庫の換金目的で，オークショ

ン会場への出品台数が増加した。（Ａ社）

・コンテナ料金が高騰しているため，中古二輪車輸出の採算が合わない。（Ｂ社）

・コロナ禍以前と以後では，二輪市場の活性化（電車やバスに代わる移動手段のため）によ
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り，中古二輪車が高騰している。配達需要も大きく上昇したため，配達に使用するビジネ

スバイクが高騰している。（Ｃ社）

・国内で中古二輪車の人気が高まっているため，オークション会場への出品台数は少なく

なっている。（Ｄ社）

・成約率と単価は上昇しているが出品台数は減少している。（Ｅ社）

・コロナで輸送は，貨物が５倍のコストになった。輸出がし難いため，２０２１年は輸出台数が

減っているが，海外でのニーズはある。（Ｆ社）

つまり，各主体における経営環境変化は，「新車販売店」，「中古専門販売店」では，需要の

高まりによって，オークションへの出品から，ユーザーへの中古二輪車販売へとシフトした。

「輸出業者」では，輸出に係るコストの増加によって，輸出から，オークション会場への出品

へとシフトした。そして，「オークション会場」では，「新車販売台数」・「中古専門販売店」・

「輸出業者」によるフローの影響を受けてオークション会場への出品台数は減っているが，需

要の高まりによって，成約率は高くなった，ということである。

３.４．中古車販売における変化

ヒアリング調査で，二輪車への需要の高まりによって，中古二輪車取引価格が上昇している

ことを把握した。そこで，中古二輪車の販売価格が，どの程度，上昇しているのかを調査した。

本研究では，中古二輪車の販売価格を，プロトコーポレーションが運営しているオンライン

サイトの「グーバイク」から調査した３９）。同サイトを対象とした理由として，車両の修理歴

等の状態と販売価格が明示されている点がある。また，登録台数の多さがある。同サイトでは，

新車と中古車合わせて９８,８６３台が登録されており（２０２２年５月２３日現在），同社と同様にイン
ターネットにおいて販売価格を一般に公開している他社サイトと比較してみると，たとえば車

種「Z９００RS」について走行距離１,０００km以下で検索すると，他サイトでは９台の掲載数であ
るが，グーバイクでは４３台が掲載されていた。さらに同サイトとした理由として，全国各地域

の二輪車販売店が同サイトへ中古二輪車を掲載しており，日本国内全体での中古二輪車販売価

格の「相場」に近い金額が収集可能と考えられる点による。

調査対象車種の選定についてである。本研究では，ニーズが高い車種を販売台数が多い車種

と想定した。しかし，二輪車メーカー別では，新車販売台数は公表されていない。そこで，二

輪車業界の新聞である「二輪車新聞」が推計公表するメーカー・車種別新車販売台数推計に依

拠し，年間販売台数１位の車種を基準車両として選定した。

軽二輪（排気量１２５cc超-２５０cc以下）の２０２０年販売台数１位は Rebel２５０（HONDA）であり，
小型二輪（排気量２５０cc超）の２０２０年販売台数１位は Z９００RS（KAWASAKI）である４０）。そ
して，基準車両よりも低排気量と高排気量の車種を含めて，調査対象を計７車種とした。

本研究では，中古二輪車販売価格を抽出する条件を次の５つとした。①２０１８年以降の年式，

②走行距離１,０００km以下，③中古二輪車，④修復歴が無い，⑤大幅な改造が無い，である。
集計結果を示すのが表２である。車種とメーカー，排気量，サイトから集計したサンプル数

（集計台数），メーカー希望小売価格４１,４２）と中古車販売価格の中央値，そしてメーカー希望小
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出所：（３９,４０,４１,４２）より作成。

表２ 中古二輪車販売価格とメーカー希望小売価格

１３６.２１,８８８,０００１,３８６,０００６５９４８
Z９００RS

（KAWASAKI）

１０３.３７４９,９００７２６,０００１２３９８
Ninja４００

（KAWASAKI）

１５６.２９２８,０００５９４,０００１１３４８
GB３５０S
（HONDA）

１５４.２８４８,０００５５０,０００５３４８
GB３５０

（HONDA）

１０２.０９５４,０００９３５,０００２４２４９
Ninja ZX-２５R SE
（KAWASAKI）

１１８.８７１２,５００５９９,５００３０２４９
Rebel２５０
（HONDA）

９８.０３９９,０００４０７,０００１１１５６
PCX１６０

（HONDA）

価格比
＝（b）/（a）*１００
（％）

（b）中古車価格
中央値
（円）

（a）メーカー希
望小売価格
（円）

サンプル
（n）

排気量
（cc）

車種
（メーカー）

売価格と中古車販売価格中央値との価格比を示す。なお，Rebel２５０（HONDA）と Z９００RS
（KAWASAKI）については２０２２年１月１９日に，左記以外の車種については２０２２年２月９日に
販売価格を調査した。

集計の結果，７車種中６車種はメーカー希望小売価格よりも高い中古二輪車販売価格中央値

であった。表２に示すように，メーカー希望小売価格に対する中古車価格（中央値）に対する

比率は，PCX１６０では９８.０％，Rebel２５０では１１８.８％，Ninja ZX-２５R SEでは１０２.０％，GB３５０
では１５４.２％，GB３５０Sでは１５６.２％，Ninja４００では１０３.３％，Z９００RSでは１３６.２％である。

４．結論

本稿ではコロナ禍で ELMCsの流通フローがどのように変化したのかを解明することを目的
とし，２０１９年度と比較したコロナ禍（２０２０・２０２１年度）による変化を，二輪車関連データから

分析・検討した。その結果，以下の点が明らかとなった。

・新車販売台数では，排気量５０cc以下は２０２１年度に前年度比１１２.８％（１３３,７７３台）と増加
し，２０１１年度（前年度比１０９.６％，２５７,３１４台）以来の高い前年度比率である。
・ELMCsは，２０２１年度では前年比８６.２％（４５１,７０７台）と減少し，２００９年度（前年度比７５.２
％，４８６,６１２台），２００８年度（前年度比８２.９％，６４６,９７７台）に次ぐ，低い前年度比率であ
る。

・ELMCsの内訳数のうち「輸出台数」は，２０２０年度は前年度比８１.９％（３４７,７２０台），２０２１
年度は前年度比８１.４％（２８２,８７３台）と減少し，２００９年度（前年度比７９.３％，３４０,８１５台）
に次ぐ，低い前年度比率である。
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